
第１１０号議案 

 

 

町田市手数料条例等の一部を改正する条例 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和４年(２０２２年)１１月３０日 

 

                                        提出者  町田市長  石 阪 丈 一 



町田市手数料条例等の一部を改正する条例 

（町田市手数料条例の一部改正） 

第１条 町田市手数料条例（平成１２年１月町田市条例第１号）の一部を次のように

改正する。 

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。 
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改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

名称 金額 

略 略 

８ 住民票記載事項証明又は

除票記載事項証明手数料 

１件につき ３００円。ただし、住民

票記載事項証明書を自動交付機によ

り交付する場合にあっては、２００円 

略 略 

１５ 住民票、除票、戸籍の

附票又は戸籍の附票の除票

の写しの交付手数料（１５

の２の項の手数料を除く。） 

１通につき ３００円。ただし、住民

票又は戸籍の附票の写しを自動交付

機により交付する場合にあっては、２

００円 

 

略 略 

１２０ 行政不服審査法第３

８条第６項の規定により読

み替えて適用する同条第４

項（他の法律において準用

する場合を含む。）に規定

する条例で定める手数料又

は行政不服審査法第８１条

第３項の規定により読み替

えて準用する同法第７８条

第４項に規定する条例で定

略 

名称 金額 

略 略 

８ 住民票記載事項証明手数

料 

 

１件につき ３００円 

略 略 

１５ 住民票、除かれた住民

票、戸籍の附票又は除かれ

た戸籍の附票の写しの交付

手数料（１５の２の項の手

数料を除く。） 

１通につき ３００円。ただし、自動

交付機により交付する場合にあって

は、２００円 

略 略 

１２０ 行政不服審査法第３

８条第６項の規定により読

み替えて適用する同条第４

項（他の法律において準用

する場合を含む。）に規定

する条例で定める手数料又

は行政不服審査法第８１条

第３項の規定により読み替

えて準用する同法第７８条

第４項に規定する条例で定

略 
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める手数料 

１２１ マンションの管理の

適正化の推進に関する法律

（平成１２年法律第１４９

号）第５条の３第１項の規

定に基づく管理計画認定申

請手数料又は同法第５条の

６第２項において準用する

同法第５条の３第１項の規

定に基づく管理計画認定更

新申請手数料 

長期修繕計画の数が１である場合に

あっては４，１００円、長期修繕計画

の数が２以上である場合にあっては

４，１００円に１を超える長期修繕計

画の数に１，８００円を乗じて得た額

を加算した額 

１２２ マンションの管理の

適正化の推進に関する法律

第５条の７第１項の規定に

基づく管理計画変更認定申

請手数料 

変更認定申請１件につき、次に掲げる

変更の区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める額を合算した額 

（１）管理組合の運営に係る事項の変

更 ４，８００円（変更する事項

が２以上である場合は、４，８０

０円に１を超える当該変更する

事項の数に２，６００円を乗じて

得た額を加算した額） 

（２）管理規約の変更 ４，０００円

（変更する規約が２以上である

場合は、４，０００円に１を超え

る当該変更する規約の数に２，６

００円を乗じて得た額を加算し

た額） 

める手数料 
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（３）管理組合の経理に係る事項の変

更 ４，６００円（変更する事項

が２以上である場合は、４，６０

０円に１を超える当該変更する

事項の数に２，８００円を乗じて

得た額を加算した額） 

（４）長期修繕計画の変更 ９，８０

０円（変更する長期修繕計画の数

が２以上である場合は、９，８０

０円に１を超える長期修繕計画

の数に５，２００円を乗じて得た

額を加算した額） 
 

備考 略 備考 略 

 

- 5 -

-  -0123456789



第２条 町田市手数料条例の一部を次のように改正する。 

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。 
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改正後 改正前 

（徴収の時期等） （徴収の時期等） 

第４条 略 第４条 略 

２ 既納の手数料は、還付しない。ただし、市長（別表１２０の項及び１

２１の項に掲げる手数料にあっては、行政不服審査法（平成２６年法律

第６８号）第９条第１項に規定する審査庁、同法第１１条第２項に規定

する審理員その他の機関（以下「審査庁等」という。））が特別の理由

があると認めたときは、この限りでない。 

２ 既納の手数料は、還付しない。ただし、市長（別表１２０の項に掲げ

る手数料にあっては、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第９

条第１項に規定する審査庁、同法第１１条第１項に規定する審理員その

他の機関（以下「審査庁等」という。）が特別の理由があると認めたと

きは、この限りでない。 

（減免） （減免） 

第５条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、手数料（別表１

２０の項及び１２１の項に掲げる手数料を除く。次項において同じ。）

を免除する。 

第５条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、手数料（別表１

２０の項に掲げる手数料を除く。次項において同じ。）を免除する。 

（１）～（４）略 （１）～（４）略 

２ 略 ２ 略 

３ 審査庁等は、第１項第２号に該当する場合は、別表１２０の項及び１

２１の項に掲げる手数料を免除する。 

３ 審査庁等は、第１項第２号に該当する場合は、別表１２０の項に掲げ

る手数料を免除する。 

４ 審査庁等は、前項に定める場合のほか、経済的困難その他特別の理由

があると認めるときは、別表１２０の項及び１２１の項に掲げる手数料

を減額し、又は免除することができる。 

４ 審査庁等は、前項に定める場合のほか、経済的困難その他特別の理由

があると認めるときは、別表１２０の項に掲げる手数料を減額し、又は

免除することができる。 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

名称 金額 

略 略 

１２０ 行政不服審査法第３

８条第６項の規定により読

書面若しくは書類の写し又は電磁的

記録に記録された事項を記載した書

名称 金額 

略 略 

１２０ 行政不服審査法第３

８条第６項の規定により読

書面若しくは書類の写し又は電磁的

記録に記録された事項を記載した書
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み替えて適用する同条第４

項（他の法律において準用

する場合を含む。）に規定

する条例で定める手数料、

行政不服審査法第８１条第

３項の規定により読み替え

て準用する同法第７８条第

４項に規定する条例で定め

る手数料（個人情報の保護

に関する法律（平成１５年

法律第５７号）第１０５条

第３項において準用する同

条第１項の規定による諮問

をした場合における町田市

情報公開・個人情報保護審

査会条例（令和  年  

月町田市条例第  号）第

１０条第４項に規定する手

数料を除く。） 

面の種類に応じ、次に掲げる額。この

場合において、両面に複写され、又は

出力された用紙については、片面を１

枚として手数料の額を算定する。 

ア 白黒 １枚につき １０円 

イ カラー １枚につき ２０円 

１２１ 町田市情報公開・個

人情報保護審査会条例第１

０条第４項に規定する手数

料 

書面若しくは書類の写し又は電磁的

記録に記録された事項を記載した書

面の種類に応じ、次に掲げる額。この

場合において、両面に複写され、又は

出力された用紙については、片面を１

枚として手数料の額を算定する。 

ア 白黒 １枚につき １０円 

み替えて適用する同条第４

項（他の法律において準用

する場合を含む。）に規定

する条例で定める手数料、

行政不服審査法第８１条第

３項の規定により読み替え

て準用する同法第７８条第

４項に規定する条例で定め

る手数料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面の種類に応じ、次に掲げる額。この

場合において、両面に複写され、又は

出力された用紙については、片面を１

枚として手数料の額を算定する。 

ア 白黒 １枚につき １０円 

イ カラー １枚につき ２０円 
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イ カラー １枚につき ２０円 

１２２ 略 略 

１２３ 略 略 
 

 

１２１ 略 略 

１２２ 略 略 
 

備考 略 備考 略 
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（町田市手数料条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 町田市手数料条例の一部を改正する条例（平成２９年１２月町田市条例第２

７号）の一部を次のように改正する。 

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（施行期日） （施行期日） 

１ 略 １ 略 

（特例措置） （特例措置） 

２ 平成３０年４月１日から令和７年３月３１

日までの間において、この条例による改正後

の別表４の項、５の項及び１５の項中「２０

０円」とあるのは「１５０円」と、同表１７

の４の項中「３００円」とあるのは「２５０

円」とする。 

２ 平成３０年４月１日から令和５年３月３１

日までの間において、この条例による改正後

の別表４の項、５の項及び１５の項中「２０

０円」とあるのは「１５０円」と、同表１７

の４の項中「３００円」とあるのは「２５０

円」とする。  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施

行する。 

（１）第１条の規定中別表に１２１の項及び１２２の項を加える改正規定及び第３条

の規定 令和５年１月１日 

（２）第１条の規定（前号に掲げる改正規定を除く。）及び次項の規定 令和５年２月

２７日 

（３）第２条の規定 令和５年４月１日 

（特例措置） 

２ 令和５年２月２７日から令和７年３月３１日までの間において、前項第２号に掲

げる規定による改正後の別表８の項中「２００円」とあるのは、「１５０円」とする。 
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